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段階番号では 2 から 4 の間），決定のあとでその政策を続けるか廃止するかの
判断材料を得る直前までの進行・変化を「実施過程」とみなすのである（同 4
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3 これは，科学や環境問題でよく参照される「muddling through」の前提だが（Lindblom 
1959），足立（2009）が理性過信の「設計主義」的な政策立案への警鐘として重視してき
たように，表面的に受け取るべきものではない。 
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いとがあることを重視したい。つまり，理想または高い期待値が政策の（上か
ら）第 1 層にあたり，なされる行動（個々の戦法など）は第 3 層にあたる。で



































































にスローガンであるにしても）を示しているので，実際には第 2 層と第 3 層で



























その真山が重視してきた Richard Rose（1984:19）は，policy という語が多義的なので，
政府の資源（法律，カネ，ヒト）と実行組織を要求する意の programme を代わりに用い
る。また，プレスマンとウィルダフスキーによると，policy は理論を含意しており（も
し X なら次は Y），政府に X にあたる状態を作り出させると policy は program になる。
そして，実施とは，「求める結果を得るための因果的連鎖において，その後の連結をつく
る能力（ability）である」（Pressman and Wildavsky 1984［1973］:xxiii）。 



















2.1. 最初の 10 年 





























究がマイケル・リプスキーの Street-Level Bureaucracy である（Lipsky 1980, 邦題
は『行政サービスのディレンマ』）。特に対人サービスにおいて，現場の業務担
当者は意外に広い裁量を持っている，ということに注目が集まった。この視界
















































































11 この見方は通説どおりだが，ここでは Lindblom and Woodhouse（1993）を参照して
いる。リンドブロムは漸進主義（incrementalism）を提唱したくらいだから，実施論と同
じ問題意識がよく表れている。 
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持つ）は実施過程を拠り所としており，お互いのメリットから閉鎖的な政策共




























































































































































































Rhodes(1997)，Meuleman(2008)，Lane(2009), Torfing et al.(2012), Bevir and Rhodes(2006)な
どには共鳴するところが多い。 
16 実際，彼らは 80 年代初頭のような単純で対抗的なボトムアップ論に与しておらず，
前掲の Berman に沿って，実施組織が上位組織の統制を受けるという前提を受け入れて
いる（Hill and Hupe 2009）。ただし，MGF は地方政府への権限委譲を制度的に確保した
政治体制を念頭に置いているから（日本とは制度が異なる），それが保障される限りは，
実施過程が「格下」に置かれても実質的な被害は小さいといえる。 































究も無視すべきでないと述べられている（Nilsen et al.:11-12）。 
18 ここでは特に山本（2014,2017），福岡（2018），Zalnieriute et al.(2019)などを念頭に置
いている。 










































































とウィルダフスキーの Implementation，バレットとファッジのPolicy and Action，
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図表 1-2 主要な先行研究の概観 
 欧米 日本 
年 特徴など 関連動向 著者 著者・著作 
1949 TVA の研究  P. Selznick  
1971  標準作業手続 G. Allison  
1972 連邦主導のニュー
タウン計画 
 M. Derthik  
1973 『実施』  Pressman & 
Wildavsky 
 
1975 システム論的理解  Van Meter 
and Van Horn  
足立『行政と平均的
市民』 
“missing link”  E. Hargrove  
1977 ゲーム的相互関係  E. Bardach  
1978 マクロ・ミクロ過程  P. Berman  
 交渉的秩序 A. Strauss  
1979
-83 





 M. Lipsky 伊藤『現代日本官僚
制の分析』（初出
1974） 
“backward mapping”  R. Elmore  
1981 第二世代批判①（交
渉・妥協） 













 Hjern and 
Porter / Hjern 
and Hull 
 
1982  共有資源管理 Kiser & 
Ostrom 
 
1984 『実施』3 版  Browne & 
Wildavsky 
 
1986 「統合理論」  P. Sabatier 真山論文 
 多すぎる変数と少
なすぎる発見 
 L. O’Toole Lipsky 訳書 
1987  サード・セクター L. Salamon  
1988    森田『許認可行政と
官僚制』 




 Goggin et al. 田尾『行政サービス
の組織と管理』 
1991  NPM の指摘 C. Hood 宇都宮・新川編『行
政と執行の理論』 
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1992    西尾『行政の活動』 





 R. Matland  








 J. Schofield 西尾『行政学』新版 
真山『政策形成の本
質』 










2004 NPM 傾斜批判  S. Barrett 杉山『交渉する自治
体職員』 
2007 英国での Lipsky 批
判① 
 C. Durose  
2009 多層的な「舵取り」
（MGF） 





2010 英国での Lipsky 批
判② 
 






SLB30 周年記念版  M. Lipsky 
2011    村上『教育行政の政
治学』 















Nilsen et al. 
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EBM）との対比 
2014    塩崎『復興<災害>』 













2017    平田『自治体現場の
法適用』 























出典 拙著（2014:19-20）図表 1 を元に筆者作成 
 
  
